
法人単位資金収支計算書
(自) 令和 6年 4月 1日 (至) 令和 7年 3月31日

第一号第一様式（第十七条第四項関係）

(単位：円)

勘 定 科 目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B)
障害福祉サービス等事業収入 364,136,000 362,393,650 1,742,350

収 借入金利息補助金収入 200,000 200,000 0
事 経常経費寄附金収入 2,369,000 1,727,075 641,925
業 入 受取利息配当金収入 70,000 82,076 -12,076
活 その他の収入 11,290,000 11,102,783 187,217
動 事業活動収入計(1) 378,065,000 375,505,584 2,559,416
に 人件費支出 270,740,000 267,183,726 3,556,274
よ 支 事業費支出 60,927,000 57,949,383 2,977,617
る 事務費支出 59,316,000 55,566,208 3,749,792
収 出 支払利息支出 486,000 485,048 952
支 その他の支出 2,626,000 2,538,057 87,943

事業活動支出計(2) 394,095,000 383,722,422 10,372,578
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) -16,030,000 -8,216,838 -7,813,162

施 収 施設整備等補助金収入 6,792,000 6,792,000 0
設 入 施設整備等収入計(4) 6,792,000 6,792,000 0
整 設備資金借入金元金償還支出 14,820,000 14,820,000 0
備 支 固定資産取得支出 5,683,000 5,682,050 950
等 ファイナンス・リース債務の返済支出 631,000 630,960 40
に
よ 出
る
収 施設整備等支出計(5) 21,134,000 21,133,010 990
支 施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) -14,342,000 -14,341,010 -990
そ 収 積立資産取崩収入 15,898,000 15,996,490 -98,490
の 入 その他の活動収入計(7) 15,898,000 15,996,490 -98,490
他 積立資産支出 2,326,000 2,311,050 14,950
の
活 支
動
に
よ 出
る
収 その他の活動支出計(8) 2,326,000 2,311,050 14,950
支 その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 13,572,000 13,685,440 -113,440
予備費支出(10) 0

― 0
0

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) -16,800,000 -8,872,408 -7,927,592

前期末支払資金残高(12) 94,642,000 94,644,868 -2,868
当期末支払資金残高(11)+(12) 77,842,000 85,772,460 -7,930,460



法人単位事業活動計算書
(自) 令和 6年 4月 1日 (至) 令和 7年 3月31日

第二号第一様式（第二十三条第四項関係）

(単位：円)

勘 定 科 目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)
収 障害福祉サービス等事業収益 362,393,650 353,992,549 8,401,101

サ 経常経費寄附金収益 1,727,075 1,622,095 104,980
｜ 益 その他の収益 2,619,900 6,164,640 -3,544,740
ビ サービス活動収益計(1) 366,740,625 361,779,284 4,961,341
ス 人件費 269,625,376 272,730,740 -3,105,364
活 費 事業費 57,949,383 53,951,009 3,998,374
動 事務費 55,566,208 50,182,387 5,383,821
増 減価償却費 25,669,275 27,378,352 -1,709,077
減 用 国庫補助金等特別積立金取崩額 -11,693,719 -11,693,719 0
の その他の費用 445,800 94,800 351,000
部 サービス活動費用計(2) 397,562,323 392,643,569 4,918,754

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) -30,821,698 -30,864,285 42,587
サ 収 借入金利息補助金収益 200,000 281,000 -81,000
｜ 受取利息配当金収益 82,076 1,607 80,469
ビ 益 その他のサービス活動外収益 8,928,683 12,091,540 -3,162,857
ス サービス活動外収益計(4) 9,210,759 12,374,147 -3,163,388
活 支払利息 485,048 613,130 -128,082
動 費 その他のサービス活動外費用 2,092,257 2,041,653 50,604
外
増 用
減
の サービス活動外費用計(5) 2,577,305 2,654,783 -77,478
部 サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 6,633,454 9,719,364 -3,085,910
経常増減差額(7)=(3)+(6) -24,188,244 -21,144,921 -3,043,323

特 収 施設整備等補助金収益 6,792,000 6,792,000 0
別 益 固定資産受贈額 9,790,000 0 9,790,000
増 特別収益計(8) 16,582,000 6,792,000 9,790,000
減 費 固定資産売却損・処分損 1 96,365 -96,364
の 用 国庫補助金等特別積立金積立額 6,792,000 6,792,000 0
部 特別費用計(9) 6,792,001 6,888,365 -96,364

特別増減差額(10)=(8)-(9) 9,789,999 -96,365 9,886,364
当期活動増減差額(11)=(7)+(10) -14,398,245 -21,241,286 6,843,041

繰 前期繰越活動増減差額(12) 288,527,355 309,768,641 -21,241,286
越 当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) 274,129,110 288,527,355 -14,398,245
活 基本金取崩額(14) 0 0 0
動 その他の積立金取崩額(15) 12,797,290 0 12,797,290
増 その他の積立金積立額(16) 0 0 0
減
差
額
の
部 次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 286,926,400 288,527,355 -1,600,955



法人単位貸借対照表
令和 7年 3月31日現在

別紙１ 第三号第一様式（第２７条第４項関係）

(単位：円)

資 産 の 部
当年度末 前年度末 増 減

負 債 の 部
当年度末 前年度末 増 減

流動資産 101,555,449 111,736,443 -10,180,994 流動負債 46,713,949 45,138,535 1,575,414
現金 45,736 80,994 -35,258 事業未払金 12,738,636 12,380,287 358,349
預金 46,084,600 54,312,059 -8,227,459 1年以内返済予定設備資金借入金 14,820,000 14,820,000 0
事業未収金 55,003,203 56,024,660 -1,021,457 1年以内返済予定リース債務 630,960 630,960 0
前払費用 421,910 1,318,730 -896,820 職員預り金 3,044,353 4,711,288 -1,666,935

固定資産 838,345,931 862,898,197 -24,552,266 賞与引当金 15,480,000 12,596,000 2,884,000
基本財産 677,478,369 686,201,722 -8,723,353 固定負債 39,550,890 56,559,600 -17,008,710
土地 201,230,200 201,230,200 0 設備資金借入金 14,820,000 29,640,000 -14,820,000
建物 476,248,169 484,971,522 -8,723,353 リース債務 315,480 946,440 -630,960
その他の固定資産 160,867,562 176,696,475 -15,828,913 退職給付引当金 24,415,410 25,973,160 -1,557,750
建物 17,357,458 16,382,026 975,432 負債の部合計 86,264,839 101,698,135 -15,433,296
構築物 25,624,705 27,941,625 -2,316,920 純 資 産 の 部
車輌運搬具 10 10 0 基本金 195,023,936 195,023,936 0
器具及び備品 3,347,823 2,797,048 550,775 基本金 195,023,936 195,023,936 0
有形リース資産 946,440 1,577,400 -630,960 国庫補助金等特別積立金 282,716,799 287,618,518 -4,901,719
ソフトウェア 0 52,200 -52,200 国庫補助金等特別積立金 282,716,799 287,618,518 -4,901,719
退職給付引当資産 24,415,410 25,973,160 -1,557,750 その他の積立金 88,969,406 101,766,696 -12,797,290
施設整備積立資産 88,549,810 101,347,100 -12,797,290 施設整備費積立金 88,549,810 101,347,100 -12,797,290
備品等購入積立資産 419,596 419,596 0 備品等購入積立金 419,596 419,596 0
長期前払費用 206,310 206,310 0 次期繰越活動増減差額 286,926,400 288,527,355 -1,600,955

次期繰越活動増減差額 286,926,400 288,527,355 -1,600,955
（うち当期活動増減差額） -14,398,245 -21,241,286 6,843,041

純資産の部合計 853,636,541 872,936,505 -19,299,964
資産の部合計 939,901,380 974,634,640 -34,733,260 負債及び純資産の部合計 939,901,380 974,634,640 -34,733,260



別紙１

計算書類に対する注記

（ 法 人 全 体 ）

１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

２．重要な会計方針

(1) 固定資産の減価償却の方法

・建物、構築物、車輛運搬具、器具及び備品、ソフトウェア－定額法

＊但し、平成19年3月31日以前に取得した固定資産は旧定額法。

・有形リース資産－リース期間定額法

(2) 引当金の計上基準

・退職給付引当金－一般財団法人愛知県民間社会福祉事業職員共済会の事業主掛金相当額を計上している。

・賞与引当金－支給見込額の当該年度に属する金額を計上している。

(3)消費税

・消費税等は税込金額にて記載する。

３．重要な会計方針の変更

該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

・全常勤職員について愛知県民間社会福祉事業職員共済会に加入している。

・全常勤職員について社会福祉施設職員等退職手当共済制度（独立行政法人福祉医療機構）に加入している。

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 法人全体の計算書類(会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式)

(2) 事業区分別内訳表(会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式)

当法人では社会福祉事業区分のみのため作成していない。

(3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)

当法人では社会福祉事業の１拠点のみのため作成していない。

(4) 各拠点区分におけるサービス区分の内容

社会福祉法人ひかり学園拠点区分（社会福祉事業）

「ひかり学園本部」

「知的障害者支援施設ひかり学園」（施設入所支援、生活介護）

「知的障害者短期入所事業所ひかり学園」

「日中一時支援事業ひかり学園」

「共同生活援助事業所日の出ホーム」



「特定障害者相談支援事業所ひかり」

「障害児相談支援事業所ひかり」

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 201,230,200 0 0 201,230,200

建物 484,971,512 9,790,000 18,513,353 476,248,159

建物附属設備 10 0 0 10

合 計 686,201,722 9,790,000 18,513,353 677,478,369

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

８．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地（基本財産） 124,681,200円

建物（基本財産） 414,826,657円

建物附属設備（基本財産） 10円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）福祉医療機構 29,640,000円

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

建物（基本財産） 781,499,229 314,986,410 466,512,819

建物附属設備（基本財産） 306,973,949 297,238,599 9,735,350

建物附属設備 31,077,552 13,720,094 17,357,458

構築物 55,353,082 29,728,377 25,624,705

車輌運搬具 20,586,304 20,586,294 10

器具及び備品 50,549,036 47,201,213 3,347,823

有形リース 3,785,760 2,839,320 946,440

合 計 1,249,824,912 726,300,307 523,524,605

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の

の当期末残高 当期末残高

事業未収金 55,003,203 0 55,003,203

合 計 55,003,203 0 55,003,203



１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１２．関連当事者との取引の内容

該当なし

１３．重要な偶発債務

該当なし

１４．重要な後発事象

該当なし

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

該当なし

１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし


